
 議題（１）参考資料  

○選挙権について 

 

１ 憲法上の選挙権 

 (1) 国民固有の権利として保障（憲法第１５条） 

(2) 選挙人の資格は法律に委任（憲法第４４条、第９３条、地方自治法第１８条） 

             ⇒公職選挙法 

 

２ 公職選挙法に規定する選挙権 

  次の(1)の要件を満たし、かつ、(2)の要件に当てはまらない者が選挙権を有する。 

 (1) 積極的要件（公職選挙法第９条） 

ア 日本国民であること。 

  イ 年齢満１８年以上であること。 

  ウ 引き続き３か月以上市町村の区域内に住所を有すること。 

 (2) 消極的要件（公職選挙法第１１条及び第２５２条、政治資金規正法第２８条、

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行

う投票方法等の特例に関する法律第１７条） 

  ア 禁錮以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者 

  イ 禁錮以上の刑に処せられその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執 

行猶予中の者を除く。） 

  ウ 公職にある間に犯した収賄罪により刑に処せられ、その実刑期間経過後５年

間を経過しない者又は刑の執行猶予中の者 

  エ 法律で定めるところにより行われる選挙、投票及び国民審査に関する犯罪に

より禁錮以上の刑に処せられその刑の執行猶予中の者 

  オ 公職選挙法に定める選挙に関する犯罪により、選挙権及び被選挙権が停止さ

れている者 

  カ 政治資金規正法に定める犯罪により、選挙権及び被選挙権が停止されている

者 

  キ 地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用い

て行う投票方法等の特例に関する法律に定める犯罪により、選挙権及び被選挙

権が停止されている者 
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○選挙人名簿 

 

１ 被登録資格（公職選挙法第２１条） 

(1) 当該市町村の区域内に住所を有する年齢満１８年以上の日本国民（公職選挙法

第１１条該当者を除く。） 

(2) 住民票作成日（転入の届出をした日）から引き続き３か月以上当該市町村の住

民基本台帳に記録されている者 

(3) 住民票作成日（転入の届出をした日）から引き続き３か月以上当該市町村の住

民基本台帳に記録されていた者であって、当該市町村の区域内に住所を有しなく

なった日後４か月を経過しない者 

 

２ 登録の種類及び時期 

 (1) 定時登録（公職選挙法第２２条） 

    登録月（３、６、９及び１２月）の１日（登録基準日）現在により被登録資格

を有する者を当該登録月の同日（１日が地方公共団体の休日に当たる場合は当該

登録月の一日又は同日の直後の地方公共団体の休日以外の日）に登録しなければ

ならない。 

 (2) 選挙時登録（公職選挙法第２２条） 

選挙時に被登録資格を有する者を、当該選挙に関する事務を管理する選挙管 

理委員会が定める日現在（選挙時登録の基準日）により登録する。 

 

選挙の種類 管理する選挙管理委員会 

衆議院（比例代表） 

参議院（比例代表） 
中央選挙管理委員会 

衆議院（小選挙区） 

参議院（選挙区） 

都道府県の議会の議員と長 

都道府県選挙管理委員会 

市町村（特別区含）の議会の議員と長 市町村（特別区含）選挙管理委員会 
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○在外選挙制度 

 

１ 概要 

  国外に居住する日本国民に選挙権行使の機会を保障する制度に基づいてな

される選挙のことを『在外選挙』と呼んでいます。 

  在外選挙制度は、「在外選挙人名簿の登録」と「在外投票」の２本柱の仕組

みで成り立っています。 

 

２ 在外選挙人名簿の登録 

(1) 在外公館申請の場合（公職選挙法第３０条の４①） 

  ア 対象者 

   (ｱ) 在外選挙人名簿に登録されていない者 

   (ｲ) 年齢満１８年以上の日本国民 

   (ｳ) その者の住所を管轄する領事官の選挙管轄区域内に引き続き３か月

以上住所を有する者 

   (ｴ) 公職選挙法第１１条及び第２５２条並びに政治資金規正法２８条の

規定によって選挙権を有しない者とされているものでない者 

  イ 受付 

    管轄の領事官 

  ウ 申請先 

    日本国内の最終住所地の市町村の選挙管理委員会（原則） 

【在外公館申請　参考図】

市（市民課）

選挙人 在外公館 市（選管）

①転出届出（渡航前）

②申請書提出

③３か月

居住確認

④申請書

メール送付

⑤資格確認、

登録

⑥在外選挙

人証発行

⑦在外選挙人

証メール送付

⑧在外選挙人

証印刷、交付

 

(2) 出国時申請の場合（公職選挙法第３０条の４②） 

  ア 対象者 

   (ｱ) 在外選挙人名簿に登録されていない者 

   (ｲ) 年齢満１８年以上の日本国民 

   (ｳ) 最終住所の所在地の市町村の選挙人名簿に登録されている者のうち、 
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    国外に住所を有する者 

   (ｴ) 公職選挙法第１１条及び第２５２条並びに政治資金規正法第２８条

の規定によって選挙権を有しない者とされているものでない者 

イ 受付 

    最終住所の所在地の市町村の選挙管理委員会 

  ウ 申請先 

    同上 

【出国時申請　参考図】

市（市民課）

選挙人 在外公館 外務省

市（選管）

①転出届出（渡航前）

②申請書提出

④３か月居住確認⑤資格確認、在外

選挙人証発行

⑥在外選挙人

証メール送付

⑦在外選挙人証印刷、交付

③在留届提出

 

(3) 在外選挙人名簿への登録及び登録の移転 

  ア 登録及び登録の移転の時期（公職選挙法第３０条の６①、②） 

      市区町村選管において登録資格を確認の後、在外選挙人名簿に登録さ

れる資格を有する者である場合には、遅滞なく随時登録する。 

イ 登録の報告（みよし市選挙管理委員会規程第１７条） 

登録の専決処分をしたときは、その旨を次の委員会で報告しなければ

ならない。 

 

３ 在外投票（公職選挙法第４９条の２） 

 (1) 対象となる選挙 

 衆議院議員及び参議院議員の選挙 

(2) 投票方法 

 ア 在外公館投票 

 イ 郵便等投票 

 ウ 日本国内における投票 
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みよし市公職選挙管理規程の一部改正新旧対照表 

改正案 現行 

第1号様式（第5条関係） 第1号様式（第5条関係） 

 

選第     号  

 

年  月  日  

 

 

 

 

 ○○市(区町村)選挙管理委員会委員長    殿 

 

 

 

 

みよし市選挙管理委員会         

 

 

委員長(氏 名)      印  

 

 

 

 

選挙関係失権者通知書 

 

 

 

 

 選挙関係失権者について、別紙のとおり通知します。 

 

 

選第     号  

 

年  月  日  

 

 

 

 

 ○○市(区町村)選挙管理委員会委員長    殿 

 

 

 

 

みよし市選挙管理委員会         

 

 

委員長(氏 名)      印  

 

 

 

 

選挙関係失権者通知書 

 

 

 

 

 選挙関係失権者について、別紙のとおり通知します。 
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みよし市公職選挙管理規程の一部改正新旧対照表 

改正案 現行 

別紙 

選 挙 関 係 失 権 者 名 簿 

ふ り が な     本

籍 

  

氏 名       

生 年 月 日     年  月  日 

住

所 

  

職 業   性
別 

男・女   

後 見 
年 月 日 

開始の審判
確定 

年 月 日 
取消確定 

  

裁判確定・猶予取
消・刑終等 

裁 判 所 名 罪 名 刑名、刑期、金額等 備考 

 
 年 月 日確定 
 
 年 月 日刑始 
 
 年 月 日刑終 
 
 年 月 日 

執行猶予取消決定
確定     

 
拘禁刑     年  月 
 
罰 金       円 
 
法定       日通算 
  未決勾留日数 
裁定       日算入 
 
拘禁刑  

 年間執行猶予 
罰金刑 
 

  

選 挙 権
停止期間 

   年  月間 

 
選挙権不停止 
 
刑の執行免除 

通 知 内 容   
通 知 受 理
年 月 日 

  
選 管 通 知
年 月 日 

  

 

別紙 

選 挙 関 係 失 権 者 名 簿 

ふ り が な     本

籍 

  

氏 名       

生 年 月 日     年  月  日 

住

所 

  

職 業   性
別 

男・女   

後 見 
年 月 日 

開始の審判
確定 

年 月 日 
取消確定 

  

裁判確定・猶予取
消・刑終等 

裁 判 所 名 罪 名 刑名、刑期、金額等 備考 

 
 年 月 日確定 
 
 年 月 日刑始 
 
 年 月 日刑終 
 
 年 月 日 

執行猶予取消決定
確定     

 
懲役(禁固)   年  月 
 
罰 金       円 
 
法定       日通算 
  未決勾留日数 
裁定       日算入 
 
懲役刑 
(禁固刑)  年間執行猶予 
罰金刑 
 

  

選 挙 権
停止期間 

   年  月間 

 
選挙権不停止 
 
刑の執行免除 

通 知 内 容   
通 知 受 理
年 月 日 

  
選 管 通 知
年 月 日 

  

 

 


